
実施計画事業評価調書 評価対象年度 令和4年度

事業名称 地球温暖化対策活動支援事業 担当
環境部

環境総務課

事業区分 主要事業 政策宣言 問い合わせ先 048-228-5320 新規・継続 継続

１ 事業期間・根拠等

事業期間 平成 22 年度 ～ 年度

第5次川口市総合計画 Ⅳ　都市と自然が調和した“人と環境にやさしいまち”-２　環境の保全と創造-②　地球環境の保全

根拠法令等 地球温暖化対策の推進に関する法律、エネルギーの使用の合理化等に関する法律

２ 事業概要

事務分類 自治事務のうち任意のもの 実施形態 直営

事業対象

事業の対象（市民等、団体、もの） 受益者（最終的に受益を受ける人）

市民、事業者 市民、事業者

事業の概要

事業の目的（何のために） 事業の内容（事業期間を通して何をするのか）

　市域における温室効果ガス排出量を削減し、脱炭素社会へ
の推進を図るため。

①地球温暖化対策活動支援金 
　太陽光発電システムの設置など、地球温暖化対策活動に取り組む市
民に対する支援金の交付。 
②地域貢献発電支援金 
　公益的施設に太陽光発電及び蓄電池を設置し、地域住民に環境教
育または非常時の電源供給を行う事業者に対する支援金の交付。

当該年度の
実施内容及び
成果

具体的な実施内容（当該年度に何をしたのか） 事業の成果【定性的評価】

地球温暖化対策活動支援金の対象システム 
①太陽光発電システム　②コージェネレーションシステム 
③雨水貯留施設　④生ごみ処理容器 
⑤太陽熱利用システム　⑥地中熱利用システム 
⑦定置用リチウムイオン蓄電池　⑧ＨＥＭＳ 
⑨燃料電池自動車　⑩電気自動車

　太陽光発電システムは、コロナ禍により低下していた経済活動が
徐々に回復していることから、前年度より実績が増えた。しかし、固定
買取価格が下がっているため目標には届かなかった。 
　定置用リチウムイオン蓄電池は、太陽光発電の自家消費、非常時の
電源確保などにより需要が伸びており、目標値を達成できた。

３ 事業活動・成果の状況

指
標
①

名称 太陽光発電システムの支援件数 指標・目標値の
説明（算定式）

評価対象年度の予算積算上の想定件数を目標値としたもの。
単位 件 指標の種別 結果

目標値
令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

450.00 350.00 350.00 290.00 0.00

実績値・達成状況 280.00 未達成 267.00 未達成 296.00 未達成

指
標
②

名称 定置用リチウムイオン蓄電池の支援件数 指標・目標値の
説明（算定式）

評価対象年度の予算積算上の想定件数を目標値としたもの。
単位 件 指標の種別 結果

目標値
令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

達成

令和6年度

130.00 200.00 200.00 225.00 0.00

予算費目 川口市一般会計

達成 235.00 達成 309.00

４ 年度別事業費 （単位：千円）

実績値・達成状況 229.00

令和5年度 令和6年度

4 款 3 項 1 目 4 細目 3 細々目 地球温暖化対策活動支援事業

63,326 64,693

年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

67,171 67,171

決算額（Ｂ）＝（Ｃ）＋（Ｄ） 53,466 55,448 63,380

予算額（Ａ） 57,823

財
源
※

特定財源（Ｃ） 0 0 0 0

一般財源（Ｄ） 53,466 55,448 63,380 67,171

概算人件費（Ｅ） 3,160 3,160 3,080 3,160 3,160

0.40 0.00 0.40従事職員人数（人） 常勤 再任用 0.40 0.00 0.40 0.00

総事業費｛（Ａ）又は（Ｂ）｝＋（Ｅ） 56,626 58,608 66,460 70,331 70,331

0.00 0.40 0.00

※評価年度以前は決算額（B)の財源を、評価年度の翌年以降は予算額（A)の財源を表示しています。

５ 視点評価

視点 評価項目 判定 視点評価 視点 評価項目 判定 視点評価

必
要
性

現在の市民のニーズ 高かった

15
効
率
性

期待どおりの成果

将来的な市民のニーズ 見込める ／15 目的に対する事業内容

13

期待どおり

13市関与の必要性 高かった 施策(上位目的)への貢献 高かった

行った

適正 ／15

有
効
性

コストに対する成果 高かった

13
公
平
性

受益者の資格条件 適正

拡充して実施

／60

業務プロセス改善 行った・既に行った 受益者負担の水準 適正

民間活用 検討した ／15 対象者への周知

翌々年度 拡充して実施

／15

６ 総評価【定量的評価】・今後の事業展開

総評価 事業を実施する上での課題及び改善方策
今後の実施方向性

54
　太陽光発電は、売電価格の下落が続き、初期投資回収に時間がかかるため、設備導入への
訴求力は低下している。 
　しかし、設備価格は低下し続けているとともに、昨今の電気代高騰は再エネ・省エネ投資へ
の訴求力に寄与するため、引き続き制度の周知に努めて利用拡大を図る。

翌年度








